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令和元年度
富山県の中小企業向け主要施策及び融資制度

特集1

富山県では中小企業向けに様々な施策や融資を実施しています。本号では、県及び関係機関の主要施
策と融資制度を抜粋して紹介します。

創業を考えている方への支援１

　 移住者創業チャレンジ応援事業
１．対象者
　東京 23 区在住者又は東京圏在住かつ東京 23 区に
通勤していた者で、富山県内に移住し、移住後１年以
内に富山県内で起業予定の者
２．内容
　地域の課題に対して「社会性」「事業性」「必要性」
の観点を持って取り組む事業に対して必要な経費の一
部を助成
３．補助率・補助限度額
　⑴補助率
　　１/２以内
　⑵補助限度額
　　2,000 千円
４．お問い合わせ
　　富山県新世紀産業機構
　　中小企業支援センター　TEL 076-444-5605

創業・ベンチャー挑戦応援事業
１．対象者
　県内で 1 年以内に創業予定又は創業後３年以内の
中小企業者等
２．内容
　新規性・独自性のある事業計画の実施について必
要な経費の一部を助成
３．補助率・補助限度額
　⑴補助率
　　１/２以内
　⑵補助限度額
　　製造業・建設業 2,000 千円、その他の業種（卸

小売サービス業等）1,000 千円
４．お問い合わせ
　　富山県新世紀産業機構
　　中小企業支援センター　TEL 076-444-5605

多様な起業家挑戦応援事業
１．対象者
　県内で 1 年以内に創業予定又は創業後３年以内の
中小企業者等
２．内容
　若者・女性・シニアのアイデア等を活かした事業計
画の実施について必要な経費の一部を助成
３．補助率・補助限度額
　⑴補助率
　　１/２以内
　⑵補助限度額
　　製造業・建設業 2,000 千円、その他の業種（卸

小売サービス業等）1,000 千円
４．お問い合わせ
　　富山県新世紀産業機構
　　中小企業支援センター　TEL 076-444-5605

プラン公募型起業家誘致事業
（とやま中小企業チャレンジファンド）

１．対象者
　県外在住の創業者（県内で 1 年以内に創業予定又
は創業後３年以内の中小企業者等）
２．内容
　県内での新規性及び成長性のある独創的な商品・
ノウハウ・アイディアなどを活用した新商品・新サービ
スの研究開発及びその事業化について必要な経費の
一部を助成
３．補助率・補助限度額
　⑴補助率　　１/２以内
　⑵補助限度額
　　製造業・建設業 2,000 千円、その他の業種（卸

小売サービス業等）1,000 千円
４．お問い合わせ
　　富山県新世紀産業機構
　　企画管理課　　　　　 TEL 076-444-5600

新
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新事業展開を考えている方への支援２

　 農商工連携推進事業
（とやま中小企業チャレンジファンド）

１．対象者
　新商品、新サービスの開発等を行う中小企業者等
と農林漁業者との連携体
２．内容
　新商品、新サービスの開発に要する経費及び開発し
た新商品、新サービスの販路開拓事業に要する経費
の一部を助成
３．補助率・補助限度額
　⑴補助率　　　２/３以内
　⑵補助限度額　2,000 千円
４．お問い合わせ
　　富山県新世紀産業機構中小企業支援センター　
　　販路開拓支援課　　　　TEL 076-444-5602

地域資源活用事業
（とやま中小企業チャレンジファンド）

１．対象者
　産地の技術や農林水産品、観光資源等、富山県が
指定する地域資源を活用して行う新商品・新サービス
の開発等を行う中小企業及び中小企業者のグループ
２．内容
　新商品、新サービスの開発に要する経費及び開発し
た新商品、新サービスの販路開拓事業に要する経費
の一部を助成（生産性向上につながるものであること）
３．補助率・補助限度額
　⑴補助率　　　１/２以内
　⑵補助限度額　5,000 千円
４．お問い合わせ
　　富山県新世紀産業機構中小企業支援センター
　　販路開拓支援課　　　　TEL 076-444-5602

ビジター対応ビジネス支援事業
（とやま中小企業チャレンジファンド）

１．対象者
　北陸新幹線の開業、外航クルーズ及び台北便就航
など交通基盤の拡充に関連して行う新商品・新サービ
スの開発等を行う中小企業及び中小企業者のグループ
２．内容
　新商品開発、新サービス提供等に要する経費の一
部を助成
３．補助率・補助限度額
　⑴補助率　　　１/２以内
　⑵補助限度額　1,000 千円
４．お問い合わせ
　　富山県新世紀産業機構中小企業支援センター 
　　販路開拓支援課　　　　TEL 076-444-5602

トライアル発注認定制度
（新事業分野開拓事業者認定事業）

１．対象者
　新商品・新サービスの開発によって新たな事業分野
の開拓を図るベンチャー企業、中小企業者等
２．内容
　当該事業者の新商品・新サービスを県が認定し、随
意契約で率先して調達、利用後の意見をフィードバック
３．お問い合わせ
　　富山県商工労働部経営支援課
　　金融係　　　　　 TEL 076-444-3248

インキュベーション施設の提供
１．対象
　新事業分野や研究開発に取り組む企業等
２．内容
　情報通信環境を整備したオフィススペースを低廉な
家賃で提供

３．お問い合わせ
　　富山県産業創造センター	 TEL 0766-26-5151
　　富山県総合情報センター	 TEL 076-432-1116
　　富山県産業高度化センター	 TEL 0766-62-0500

新
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技術開発を考えている方への支援４

技術開発への支援
１．対象
　技術力向上と新商品開発に取り組む県内企業
２．内容
　⑴技術支援：技術相談、技術指導、依頼試験、設

備利用
　⑵研究開発：共同研究
　⑶技術者育成：研修生受け入れ、研究会の開催
　⑷技術情報の提供：技術情報誌の発行、テクノシ

ンポジウムの開催、施設見学
３．お問い合わせ
　　富山県産業技術研究開発センター
　　（旧富山県工業技術センター）
　　　　　　　　　　　　　　TEL 0766-21-2121

ものづくり研究開発支援事業
（とやま中小企業チャレンジファンド）

１．対象者
　新商品・新技術の研究開発等による競争力強化の
取り組みを行う中小企業者及び中小企業者のグループ
２．内容
　新商品・新技術の研究開発に要する経費の一部を助成
３．補助率・補助限度額
　⑴補助率　　　１/２以内

　⑵補助限度額　2,000 千円
４．お問い合わせ
　富山県新世紀産業機構
　イノベーション推進センター 連携促進課
　　　　　　　　　　　　　　TEL 076-444-5607

小さな元気企業応援事業
（とやま中小企業チャレンジファンド）

１．対象者
　小規模企業における次のいずれかの要件を満たす
新商品・新技術開発等
　・２社以上の小規模企業の連携によるもの
　・商工団体の経営指導等を受けた事業計画によ

るもの
２．内容
　新商品・新技術開発や販路開拓等に要する経費の
一部を助成
３．補助率・補助限度額
　⑴補助率　　　１/２以内
　⑵補助限度額　500 千円
４．お問い合わせ
　　富山県新世紀産業機構中小企業支援センター
　　経営支援課　　　　　　TEL 076-444-5605

職業能力開発に関する支援３

能力開発セミナー（通年）
　県が予めメニューを作成するレディメイド型訓練、
企業ニーズに応じ実施するオーダーメイド型訓練を実
施。仕事に必要な専門知識の習得や技能の向上、各
種資格取得など幅広い分野の講習を実施技能者の改
善・創意工夫の意識の定着やコミュニケーションスキ
ルを向上させるための研修を実施。

１．高度技能人材育成講座
　熟練技能者等の活用により、中小企業在職者のも
のづくり技能の向上を図る研修を実施
２．ものづくり自動化支援人材育成講座
　工場等の自動化等を支援する人材の育成を目的とし
た講座を実施

３．グローバル人材育成講座
　ものづくり企業の海外展開を担う人材の育成ニーズ
に対応した多様な短期研修講座を実施
４．お問い合わせ
　　富山県技術専門学院　　　TEL 076-451-8802

スマートものづくり人材育成事業
１．内容
　技能者の改善・創意工夫の意識の定着やコミュニ
ケーションスキルを向上させるための研修を実施
２．お問い合わせ
　　富山県商工労働部労働政策課
　　　　　　　　　　　　　　TEL 076-444-3256
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知的財産権等に関する支援５

IT、IoT を活用したい方への支援６

事業承継を考えている方への支援７

知的財産権等に関する支援
１．対象
　特許、実用新案、意匠、商標等について知りたい、
相談したい中小企業者
２．内容
　⑴相談等
　⑵情報提供
　⑶特許検索指導：特許情報プラットホームの活用な

ど、特許情報検索に必要な基礎知識から活用の
仕方まで助言

　⑷特許流通支援（特許流通コーディネータ）
　　企業、大学、研究機関等の保有する特許の移転・

導入を支援。県内企業に対する開放特許の移転・
導入支援、特許流通に関する相談・指導を実施

　⑸講演会・講習会の開催
３．補助率・補助限度額
　⑴補助率　　　１/２以内
　⑵補助限度額　上限 2,000 千円
４．お問い合わせ
　　各商工会議所・各商工会
　　（一社）富山県発明協会（知財総合支援窓口）
　　（⑴～⑶、⑸）　　　　　　TEL 0766-27-1150
　　富山県知的所有権センター（⑴、⑵、⑷）
　　　　　　　　　　　　　　TEL 0766-29-1252

IoT 導入モデル事業費補助金
１．対象企業
　IoT を活用して、３% 以上の生産性向上を図るモデ
ル的な取組みを行う県内中小企業者
２．内容
　IoT に対応する機械装置・器具やクラウド使用料、
専門家経費等

３．補助率・補助限度額
　⑴補助率　　　１/２以内
　⑵補助限度額　上限 2,000 千円
４．お問い合わせ
　　富山県商工労働部商工企画課
　　　　　　　　　　　　　　TEL 076-444-3242

相談等
１．対象
　事業承継の様 な々問題でお悩みの中小企業者
２．内容
　⑴後継者人材バンクによる起業家引き合わせ、

M&A に係る相談、M&A 仲介業者への橋渡し等
　⑵円滑な事業承継の進め方、事業承継計画の作り

方、親族外承継の注意点など事業承継に関す
る情報提供や助言を実施

３．お問い合わせ
　⑴富山県事業引継ぎ支援センター
　　（富山県新世紀産業機構内） TEL 076-444-5605
　⑵（独）中小機構北陸本部の相談窓口
　　　　　　　　　　　　　　TEL 076-223-5546

税制面の支援
（事業承継円滑化のための税制措置）

１．対象
　非上場会社の株式等の相続又は贈与を受けた後継
者の方
２．内容
　相続税や贈与税の納税猶予など
３．お問い合わせ
　　最寄の税務署

発行日の時点で募集が終了している場合もございますので、詳細につきましては各機関にお問合せください。
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県の融資制度
設備投資の促進・新成長産業への挑戦

※１　中小企業者の経営状況に応じて、保証料率が決定されます。
※２　建物（土地）の取得については、必ず事前にご相談ください。

資　　金　　名 融　　資　　対　　象 資　金　使　途

設 備 投 資 促 進 資 金
工場・店舗・事務所等の新増設や機械設備、事業用車両、店舗設備等を
導入する中小企業者（駐車場、資材置場などの更地の取得は対象になり
ません）

設備資金
（設備投資に伴う

運転資金）
※運転資金のみの
　利用は不可

生産性革命推進枠

取扱期間
令和₃年₃月31日まで

⑴老朽化した生産設備から生産性またはエネルギー効率が₁%以上向上
する生産設備への入替えもしくは新たに増設する中小企業者

⑵販売または役務の提供に係る業務向上のための設備を導入し、業務効
率の１％以上の向上を図る中小企業者

※次の場合は融資利率を優遇：①小規模企業者の場合、②経営力向上計
画または先端設備等導入計画の認定を受けた事業計画を実施する中小
企業者の場合

設備資金
（設備投資に伴う

運転資金）
※運転資金のみの
　利用は不可

I o T 支 援 特 別 資 金
　取扱期間
　令和₃年₃月31日まで

IoTを用いた設備を導入し、生産性またはエネルギー効率の₁％以上の向
上を図る中小企業者 設備資金

新 成 長 産 業 育 成
支 援 資 金

次のいずれかの事業を営む中小企業者で、当該事業に必要な資金または
産学官連携により当該事業に係る新技術・新製品の研究開発等に必要な
資金
⑴再生可能エネルギー・資源有効活用に係る装置・部品等の製造業
⑵医療・介護・健康関連分野の製造業
⑶富山湾の海洋深層水を活用した製品の製造業
⑷先端ものづくり分野（航空機、ロボット、次世代自動車、最先端IT、

高機能素材分野、デジタルものづくり分野）に係る装置・部品等の製
造業

設備資金
（設備投資に伴う

運転資金）
※運転資金のみの
　利用は不可

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
利 用 促 進 資 金

再生可能エネルギー（太陽光、風力、中小水力、バイオマス、地熱）を
利用した発電設備の導入を行う中小企業者

設備資金
（設備投資に伴う

運転資金）
※運転資金のみの
　利用は不可

創業時の資金繰りを支援

資　　金　　名 融　　資　　対　　象 資　金　使　途

創業支援
資 金

創 業 者 枠 ⑴事業を営んでいない個人であって事業を開始する予定があるもの
⑵事業を開始した中小企業者であって創業後₂年以内のもの

設備資金
運転資金

事 業 承 継
支 援 枠

⑴後継者不足等のため存続見通しがつかない中小企業者から当該事業を
承継するもの

⑵相続時の資金繰りが困難なこと等により事業の存続見通しがつかない
相続人（事業資産の取得資金、法人継承者による経営権（株式）買取
資金、その他継承事業の運営に必要な資金を対象としています）

※次の場合は保証料率を優遇：①事業承継をきっかけに経営革新等に取
り組む場合

設備資金
運転資金

地 域 再 生・
創生特別融資

県内事業者から地域再生に資する事業を引き継ぐ県内に主たる事業所を
有する中小企業者で、以下のいずれにも該当するもの
⑴承継元の事業の従業員が20人（宿泊業・娯楽業を除く商業・サービス

業は₅人）超でその過半数の雇用を維持するもの
⑵施設・設備の新増設または改修を行うもの

設備資金
運転資金



―  6  ― ―  7  ―

※県経営支援課　076 － 444 － 3248

※県経営支援課　076 － 444 － 3248

・支払い済の資金は、融資対象になりません。
・設備資金は、固定資産として計上するものが対象になります。
・建物（土地）の取得については、必ず事前にご相談ください。

利用上の注意点

融　　資　　条　　件
融資申込先等

限　度　額（万円） 期間（うち据置期間） 融　資　利　率
（平成 31 年 4 月 1 日現在）

保証料率（※１）
（平成31年4月1日現在）

3,500
設備資金
　₇年以内（₁年以内）
運転資金
　₅年以内（₁年以内）

年1.25％以内
年0.4％

保証必須
 取扱期間
 令和₂年₃月31日まで

取扱金融機関を経由
のうえ県経営支援課

5,000
（うち運転資金3,000）

※設備投資に伴い、建物
（土地）を取得する場合
（※₂）₁億円

設備資金
　10年以内（₁年以内）
運転資金
　₅年以内（₁年以内）
※設備投資に伴い、建物（土

地）を取得する場合（※₂）
15年以内（₁年以内）

年1.25％以内

年0.35％～年1.05％
①に該当する場合
年0.15％～年0.85％
 取扱期間
 令和₂年₃月31日まで

取扱金融機関を経由
のうえ県経営支援課

₁億円
（うち運転資金3,000）

設備資金
　10年以内（₁年以内）
運転資金
　₅年以内（₁年以内）

年1.20％以内 年0.35％～年1.05％ 取扱金融機関を経由
のうえ県経営支援課

融　　資　　条　　件
融資申込先等

限　度　額（万円） 期間（うち据置期間） 融　資　利　率
（平成 31 年 4 月 1 日現在）

保証料率（※１）
（平成31年4月1日現在）

5,000
（うち運転資金1,000）

※設備投資に伴い、建物
（土地）を取得する場
合（※₂）₁億円

設備資金
　10年以内（₁年以内）
運転資金
　₅年以内（₁年以内）
※設備投資に伴い、建物（土

地）を取得する場合（※₂）
15年以内（₁年以内）

年1.65％以内

 取扱期間
 令和₂年₃月31日まで

年0.35％～年1.05％ 取扱金融機関を経由
のうえ県経営支援課

5,000
（うち運転資金1,000）

設備資金
　10年以内（₁年以内）
運転資金
　₅年以内（₁年以内）

年1.25%以内
①または②に
該当する場合
年1.20％以内

年0.35％～年1.05％ 取扱金融機関を経由
のうえ県経営支援課

1,000
知事特認1,500 10年以内（₁年以内）

年0.60%
県の利子補給により

実質無利子
年0.35％～年1.05％ 取扱金融機関を経由

のうえ県経営支援課

₁億円
（うち運転資金1,000）

設備資金
　10年以内（₁年以内）
運転資金
　₅年以内（₁年以内）

年1.10％以内 年0.35％～年1.05％ 取扱金融機関を経由
のうえ県経営支援課

₁億円
（うち運転資金1,000）

設備資金
　10年以内（₁年以内）
運転資金
　₅年以内（₁年以内）

年1.15%以内
太陽光売電設備は

年1.30%以内
年0.35％～年1.05％ 取扱金融機関を経由

のうえ県経営支援課
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新事業の展開を支援

地域の活力向上を支援

※１　中小企業者の経営状況に応じて、保証料率が決定されます。
※２　建物（土地）の取得については、必ず事前にご相談ください。

資　　金　　名 融　　資　　対　　象 資 金 使 途

新 事 業
展 開
支援資金

地域貢献型事業
（コミュニティビジ
ネス ） 支 援 枠

福祉、環境、特産品の加工等、地域に貢献する事業（コミュニティビジ
ネス）を行う者で、有償で行われるなどビジネス要件を備えている事業
者

設備資金
運転資金

経 営 革 新 枠 経営革新計画の承認を受けた事業を行う中小企業者で、当該事業に要す
る資金

設備資金
運転資金

新 事 業 展 開
支 援 枠

現在の事業と日本標準産業分類細分類が異なる事業を新たに行い、新事
業の占める割合が₅年以内に₁/₄以上となることが見込まれる事業展開
を行う中小企業者または出資法人で、当該事業に要する資金

設備資金
運転資金

建 設 業 等 新
分 野 進 出
支 援 枠

現在の事業と日本標準産業分類細分類が異なる事業を新たに行う建設
業、卸・小売業を営む中小企業者で、当該事業に要する資金

設備資金
運転資金

資　　金　　名 融　　資　　対　　象 資 金 使 途

地方創生
推進資金

県内進出・本社
機 能 等 強 化
支 援 枠

⑴県外で₁年以上事業を営んでいる中小企業者で、新たに富山県内で事
業を開始する予定があるものまたは県内で事業開始後₁年以内のもの

法人：本社機能や研究開発拠点の移転、県内における新たな支店・
営業所の開設など

個人：事業所の移転など
　※次の場合は融資利率を優遇：①県内雇用₅人以上の場合、②地方活

力向上地域特定業務施設整備計画（知事の認定を受けたものまたは認
定を受ける見込みのもの）による場合

⑵地方活力向上地域特定業務施設整備計画（知事の認定を受けたものま
たは認定を受ける見込みのもの）に基づく施設・設備等の導入を行う
県内中小企業者

設備資金
運転資金

少子化対策枠
次の施設整備等を行い、子育て支援に関する環境整備に取り組む中小企業者
⑴事業所内保育施設や授乳室の設置など子育てしやすい職場環境の整備
⑵商店街の段差解消や小児用トイレ・ベビーシートの設備等の子育てバリアフリー

設備資金

ブ ラ ン ド 力
向 上 支 援 枠

次のいずれかに該当する中小企業者で、当該事業に必要な資金
⑴地域産業資源活用事業計画、農商工等連携事業計画に係る事業または

上記事業に係る国の補助金、とやま新事業創造基金の補助金の交付決
定を受けたもの

⑵「明日のとやまブランド」育成対象に選定された事業者
⑶富山県トライアル発注制度の認定を受けた事業者（認定日から₃年以内）
⑷富山プロダクツに選定された事業者（選定日から₅年以内）

設備資金
運転資金

デザイン産業・
コンテンツ産業
支 援 枠

デザイン産業・コンテンツ産業（映像（映画・アニメ）、音楽、ゲー
ム、ソフトウェアの制作を担う産業）に属する事業を営む中小企業者
で、従業員を新たに雇用するもの

設備資金
運転資金

海 外 市 場
開 拓 支 援 枠

⑴海外市場へ進出する中小企業者が、支店・営業拠点等の海外事業拠点
の開設（合弁会社等の海外現地法人の設立を含む）に要する資金

　※県内事業所の規模縮小・従業員の減少を伴わないものを対象として
います

⑵海外市場へ進出する中小企業者が、海外向け製品の生産・販売等に要
する資金

　※生産は県内で行われるものに限ります

設備資金
運転資金
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※県経営支援課　076 － 444 － 3248

※県経営支援課　076 － 444 － 3248

融　　資　　条　　件
融資申込先等

限　度　額（万円） 期間（うち据置期間） 融　資　利　率
（平成 31 年 4 月 1 日現在）

保証料率（※１）
（平成31年4月1日現在）

5,000
（うち運転資金3,000）

※設備投資に伴い、建物
（土地）を取得する場合
（※₂）₁億円

設備資金
　10年以内（₁年以内）
運転資金
　₅年以内（₁年以内）
※設備投資に伴い、建物（土

地）を取得する場合（※₂）
15年以内（₁年以内）

⑴年1.30%以内
　①に該当する場合

　年1.25%以内
　②に該当する場合

　年1.20%以内
⑵年1.20%以内

年0.35％～年1.05％ 取扱金融機関を経由
のうえ県経営支援課

3,000 ₇年以内（₁年以内） 年1.15％以内 年0.35％～年1.05％ 取扱金融機関を経由
のうえ県経営支援課

7,000
（うち運転資金 1,000）

設備資金
　10年以内（₁年以内）
運転資金
　₅年以内（₁年以内）

年1.30%以内 年0.35％～年1.05％ 取扱金融機関を経由
のうえ県経営支援課

3,000

設備資金
　₇年以内（₁年以内）
運転資金
　₅年以内（₁年以内）

年1.30%以内 年0.35％～年1.05％ 取扱金融機関を経由
のうえ県経営支援課

設備資金
4,000

運転資金
1,000

設備資金
　10年以内（₁年以内）
運転資金
　₅年以内（₁年以内）

年1.30%以内
TPP域内を

対象とする場合
年1.25％以内

年0.35％～年1.05％ 取扱金融機関を経由
のうえ県経営支援課

融　　資　　条　　件
融資申込先等

限　度　額（万円） 期間（うち据置期間） 融　資　利　率
（平成 31 年 4 月 1 日現在）

保証料率（※１）
（平成31年4月1日現在）

2,000
設備資金
　₇年以内（₁年以内）
運転資金
　₅年以内（₁年以内）

年1.30％以内 年0.35％～年1.05％
商工会議所または商工
会の認定書を添えて、
取扱金融機関を経由の
うえ県経営支援課

₁億円
（うち運転資金1,500）

設備資金
　10年以内（₃年以内）
運転資金
　₅年以内（₁年以内）

年1.30％以内 年0.7％ 取扱金融機関を経由
のうえ県経営支援課

4,000
（うち運転資金1,000）

設備資金
　₇年以内（₁年以内）
運転資金
　₅年以内（₁年以内）

年1.30％以内 年0.35％～年1.05％ 取扱金融機関を経由
のうえ県経営支援課

4,000
（うち運転資金1,000）

設備資金
　₇年以内（₁年以内）
運転資金
　₅年以内（₁年以内）

年1.30％以内 年0.35％～年1.05％ 取扱金融機関を経由
のうえ県経営支援課
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商業・商店街等の活性化

環境にやさしい社会をめざして

地域産業の活性化

※１　中小企業者の経営状況に応じて、保証料率が決定されます。

資　　金　　名 融　　資　　対　　象 資 金 使 途

商 業・ サ ー ビ ス 業
活 性 化 資 金

⑴商店街において、出店（新規・空き店舗）、店舗の改装、集配セン
ターの設置を行う中小商業・サービス業者

⑵空き店舗への出店、店舗の改装、集配センターの設置を行う中小商
業・サービス業者（商店街以外のエリアを対象）

⑶商店街整備計画に基づきその環境整備を行う組合

⑴商店街
　設備資金
　運転資金
⑵その他
⑶組合
　設備資金

観 光 旅 館 施 設
整 備 枠

（一般枠）
次の施設・設備整備等を行う観光旅館業者（中小企業者以外のものを含む）
⑴宿泊施設の新設、増設及び改修
⑵宿泊施設の付帯施設（駐車場・店舗等）の新設、増設及び改修
⑶宿泊施設整備のために行われる土地の取得
⑷設備の導入及び既存設備の改善

設備資金

（特別枠）
次の施設・設備整備等を行う観光旅館業者
（中小企業者で富山県ホテル・旅館生活衛生同業組合の組合員）
⑴宿泊施設の新設、増設及び改修
⑵宿泊施設の付帯施設（駐車場・店舗等）の新設、増設及び改修
⑶宿泊施設整備のために行われる土地の取得
⑷設備の導入及び既存設備の改善

設備資金
（設備投資に伴う

運転資金）
※運転資金のみの
　利用は不可

資　　金　　名 融　　資　　対　　象 資 金 使 途

環 境 施 設 整 備 資 金

次の施設整備等を行う中小企業者
⑴公害防止施設の整備
⑵フロン等対策施設の整備
⑶廃棄物のリサイクル施設の整備
⑷地下水の保全・水資源の有効利用施設の整備
⑸山岳地トイレの整備
⑹温室効果ガスの排出抑制施設の整備
⑺低公害車の導入　　　　　　　　　　　　　　等

当該施設整備等に要
する設備資金

立山環境配慮バス購入資金 立山有料道路等（桂台～室堂）で運行する路線バスまたは貸切バスを自
動車NOx・PM法の基準に適合するものに買い替える中小企業者 設備資金

資　　金　　名 融　　資　　対　　象 資 金 使 途

特定地域
・ 産 業
活 性 化
資 金

企 業 立 地
促 進 枠

次に掲げる事業を営む者で、地方公共団体等が造成した用地において、
設備の新増設を行い、事業開始前後１年間に新規雇用数が原則として₃
人以上となる者（原則として中小企業者）
①製造業　②情報通信業　③卸売業　④道路貨物運送業　⑤倉庫業
⑥デザイン業　⑦コールセンター業

設備資金

薬 業 振 興 枠

（家庭薬振興資金）
⑴県内に住所を有する医薬品配置販売業者
⑵県内に事業所を有する医薬品製造業者等

⑴医薬品配置販売
　業者
　運転資金
⑵医薬品製造業者等
　設備資金
　運転資金

（和漢薬開発促進資金）
和漢薬を主とする医薬品の開発に必要な資金
県内に事業所を有する医薬品製造業者等

設備資金
運転資金

（懸場帳購入資金）
懸場帳の購入に必要な資金
県内に住所を有する医薬品配置販売業者

設備資金
（販売業者が購入す

る懸場帳）
（薬業基盤強化資金）
事業の統合や承継など基盤強化を図るために必要な資金
⑴県内に住所を有する医薬品配置販売業者
⑵県内に事業所を有する医薬品製造業者等

設備等資金



―  10  ― ―  11  ―

※県立地通商課　　076 － 444 － 3244
※県くすり政策課　076 － 444 － 3236

※県環境政策課　076 － 444 － 3141
※県自然保護課　076 － 444 － 3396

融　　資　　条　　件
融資申込先等

限　度　額（万円） 期間（うち据置期間） 融　資　利　率
（平成 31 年 4 月 1 日現在）

保証料率（※１）
（平成31年4月1日現在）

設備資金
⑴商店街　5,000
⑵その他　3,000
⑶組合　  ₁億円
運転資金
⑴商店街　1,000

設備資金
⑴商店街　⑶組合
　10年以内（₁年以内）
⑵その他　₇年以内（₁年以内）
運転資金
⑴商店街  ₅年以内（₁年以内）

⑴商店街
　年1.30％以内
⑵その他
⑶組合
　年1.45％以内

年0.35％～年1.05％ 取扱金融機関を経由
のうえ県経営支援課

3,000 ₇年以内（1年以内） 年1.90％以内

年0.35％～年1.05％ 取扱金融機関を経由
のうえ県観光振興室

5,000
（うち運転資金1,000）

設備資金
　10年以内（₁年以内）
運転資金　
　₅年以内（₁年以内）

年1.45％以内

融　　資　　条　　件
融資申込先等

限　度　額（万円） 期間（うち据置期間） 融　資　利　率
（平成 31 年 4 月 1 日現在）

保証料率（※１）
（平成31年4月1日現在）

個別
3,000
団体
5,000

個別　₇年以内（₁年以内）
団体　10年以内（₁年以内）

年1.65％以内
⑹、⑺の場合
年1.15％以内

年0.35％～年1.05％ 取扱金融機関を経由
のうえ県環境政策課

5,000 ₇年以内（₁年以内） 年1.15％以内 年0.35％～年1.05％ 取扱金融機関を経由
のうえ県自然保護課

融　　資　　条　　件
融資申込先等

限　度　額（万円） 期間（うち据置期間） 融　資　利　率
（平成 31 年 4 月 1 日現在）

保証料率（※１）
（平成31年4月1日現在）

₂億円
知事特認
₅億円

10年以内（₂年以内） 年1.45％以内 年0.35％～年1.05％ 取扱金融機関を経由
のうえ県立地通商課

医薬品配置販売業者
運転資金　500

医薬品製造業者等
設備資金　3,000

（ただし試験機械器具については　500）
運転資金　1,000

設備資金
　₇年以内（₁年以内）
　ただし試験機械器具につい

ては₅年以内（₁年以内）
運転資金
　₅年以内（₁年以内）

年1.90％以内 年0.35％～年1.05％

取扱金融機関を経由
のうえ県くすり政策
課

設備資金　5,000
運転資金　2,000

設備資金
　10年以内（₁年以内）
運転資金
　₅年以内（₁年以内）

年1.90％以内 年0.35％～年1.05％

個人　3,000
法人　7,000 10年以内（₃年以内） 年1.90％以内 年0.35％～年1.05％

5,000 10年以内（₁年以内） 年1.90％以内 年0.35％～年1.05％

※県経営支援課　076 － 444 － 3248
※県観光振興室　076 － 444 － 3500



―  12  ―

事業の活性化

経営の安定・倒産の防止

資　　金　　名 融　　資　　対　　象 資 金 使 途

事 業 活 性 化 促 進 資 金 事業の多角化や合理化、拡大を行うことにより、経営基盤を強化し事業
の活性化に取り組む中小企業者 運転資金

資　　金　　名 融　　資　　対　　象 資 金 使 途

小 規 模 企 業 等
経 営 支 援 短 期 資 金

従業員50人（商業・サービス業は20人）以下の小規模事業者等（償還方
法を一括返済にする場合、同日付けの新規貸付は対象になりません） 運転資金

小口事業
資 金

一 般 小 口 枠 従業員20人（宿泊業・娯楽業を除く商業・サービス業は₅人）以下の事
業者（富山市内の事業者の方は、他の制度融資をご利用ください）

設備資金
運転資金

零 細 小 口 枠 従業員20人（宿泊業・娯楽業を除く商業・サービス業は₅人）以下の事
業者

設備資金
運転資金

経営安定
資 金

地域産業対策枠
経済の構造的要因等により、最近₃ヶ月以上１年以内の期間の売上高が
前年同期比10％以上減少または最近時決算において経常赤字の中小企業
者

運転資金

経済変動対策
緊 急 融 資
取扱期間
令和₂年₃月31日まで

次のいずれかに該当する中小企業者
⑴最近₃ヶ月の売上高または販売数量が前年同期比₅％以上減少
⑵原油等の売上原価依存率が20％以上、かつ仕入価格が前年同期比20％

以上上昇、かつ最近₃ヶ月の売上高に占める原油等の仕入価格の割合
が前年同期を上回っているもの

運転資金

小規模企業支援枠
取扱期間
令和₂年₃月31日まで

最近₃ヶ月の売上総利益率または営業利益率が前年同期比₅％以上減少
している小規模企業者
※小規模企業者とは、従業員20人（宿泊業・娯楽業を除く商業・サービ

ス業は₅人）以下の事業者
運転資金

企業再生支援枠
取扱期間
令和₂年₃月31日まで

次のいずれかに該当する中小企業者で、具体的で実現可能な経営改善計
画を金融機関と連携して策定しているもの
⑴最近時決算において経常赤字の者
⑵㈱整理回収機構へ貸付債権が譲渡された者
⑶民事再生法等による法的再建手続きを行う者
⑷中小企業再生支援協議会から再生支援の認定を受けた者
⑸信用保証協会の企業再生支援チームの支援を受けている者
⑹㈱地域経済活性化支援機構の支援を受けている者
⑺とやま中小企業再生支援ファンドの支援を受けている者

設備資金
運転資金

連鎖倒産防止枠 国または信用保証協会が指定した倒産企業に50万円以上の債権を有する
中小企業者（事業実績が₁年未満の中小企業者もご利用いただけます） 運転資金

緊 急 経 営 改 善 資 金
　取扱期間
　令和₂年₃月31日まで

最近₃ヶ月間の売上高が過去₃年間のいずれかの年の同期と比べて₅％
以上減少しており、経営改善計画を策定し、借換えを行うことにより経
営の改善が期待される中小企業者

⑴一般枠
　県の融資制度（県

小口事業資金、小
規模企業者等経
営支援短期資金
を除く）のほか、金
融機関の保証付
既往債務（※₂）の
借換え

⑵小口枠
　県小口事業資金の

借換え
※１　中小企業者の経営状況に応じて、保証料率が決定されます。
※２　建物（土地）の取得については、事前に保証協会にご相談ください。
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※県経営支援課　076 － 444 － 3248

融　　資　　条　　件
融資申込先等

限　度　額（万円） 期間（うち据置期間） 融　資　利　率
（平成 31 年 4 月 1 日現在）

保証料率（※１）
（平成31年4月1日現在）

3,000 ₅年以内（₁年以内） 年1.90％以内 年0.35％～年1.05％ 取扱金融機関

融　　資　　条　　件
融資申込先等

限　度　額（万円） 期間（うち据置期間） 融　資　利　率
（平成 31 年 4 月 1 日現在）

保証料率（※１）
（平成31年4月1日現在）

600 ₁年以内 年1.70％以内 年0.35％～年1.05％ 取扱金融機関

零細小口枠との合計で
2,000（無担保）

（保証債務残高が2,000万
円以下等の条件を満たす
者にあっては、無担保無

保証）

設備資金
　₇年以内（₆ヶ月以内）
運転資金
　₅年以内（₆ヶ月以内）
（ただし、最近決算において₂期連続して経
常赤字を計上し、かつ、県内の商工会議所、
商工会または中小企業支援センターにおいて
経営指導を受けている場合は₇年以内）

年1.80％以内

年0.6%
保証必須

ただし、特別小口保険
の要件を満たす方

年0.5%

市町村、商工会議所ま
たは商工会を経由のう
え取扱金融機関（※）
※市町村が特定する金

融機関でご利用い
ただけます

信用保証協会の保証付き
融資残高との合計で

2,000（無担保）
（保証債務残高が2,000万
円以下等の条件を満たす
者にあっては、無担保無

保証）

設備資金
　₇年以内（₆ヶ月以内）
運転資金
　₅年以内（₆ヶ月以内）
（ただし、最近決算において₂期連続して経
常赤字を計上し、かつ、県内の商工会議所、
商工会または中小企業支援センターにおいて
経営指導を受けている場合は₇年以内）

年1.75％以内

年0.7%
保証必須

ただし、特別小口保険
の要件を満たす方

年0.5%

市町村、商工会議所ま
たは商工会を経由のう
え取扱金融機関（※）
※市町村が特定する金

融機関でご利用い
ただけます

5,000 ₇年以内（₁年以内） 年1.70％以内 年0.35％～年1.05％
保証必須

商工会議所または商
工会の認定書を添え
て取扱金融機関

8,000
（地域産業対策枠との合計） ₇年以内（₁年以内） 年1.25％以内

年0.35％～年1.05％
保証必須

セーフティネット保証
５号を利用する場合

年0.5％

市町村の認定書を添
えて取扱金融機関

3,000 ₇年以内（₁年以内） 年1.20％以内 年0.35％～年1.05％
保証必須

商工会議所または商
工会の認定書を添え
て取扱金融機関

１億円

設備資金
　10年以内（₁年以内）
運転資金
　₇年以内（₁年以内）

年1.45％以内 年0.35％～年1.05％
保証必須

取扱金融機関を経由
のうえ県経営支援課

5,000
（ただし債権額を限度とします） ₇年以内（₁年以内）

年1.45％以内
  取扱期間
  令和₂年₃月31日まで

年0.6％
保証必須 取扱金融機関

⑴ 8,000
⑵ 2,000

借換と同額（上限1,000）
までの新規運転資金を含
む
※運転資金のみのご利用

はできません

10年以内（₁年以内） 年1.70％以内 年0.35％～年1.05％
保証必須

商工会議所または商
工会の認定書及び実
施計画書を添えて取
扱金融機関

※県経営支援課　076 － 444 － 3248
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その他法律に基づく貸付制度
　中小企業高度化資金貸付制度

１．中小企業者が、他の事業者との連携若しくは事業の共同化を行い、又は中小企業の集積の活
性化に寄与する事業を行う場合に所要資金の一部を長期、低利で融資する制度です。

資　金　の　種　類 内　　　　　　　　容 貸付の相手方

集 団 化 事 業
事業協同組合等の組合員が、工場団地・卸団地等の一定の地区

（一の団地又は主として一の建物）に集合して事業を行うため、
工場、事業場、店舗その他の施設を設置する事業

事業協同組合等
　
　原則組合員等が 10 人以上
　の組合であること

集 積 区 域 整 備 事 業
事業協同組合等の組合員が、当該組合員が集積している一定の
区域（商店街、工場街又は工業・店舗等の集団化された区域）
において、経営の合理化を図るため、工場、事業場、店舗その
他の施設を設備する事業

事業協同組合等
　
　原則組合員等が 10 人以上
　の組合であること

施 設 集 約 化 事 業 事業協同組合、共同出資会社等が、共同店舗、共同工場等の建
物を設置する事業 事業協同組合等

共 同 施 設 事 業 事業協同組合等が、組合員の共同利用に供する施設を設置する
事業 事業協同組合等

設 備 リ ー ス 事 業
事業協同組合等が、生産の効率化、経営の合理化、公害防止そ
の他の改善に必要な設備を一括取得し、組合員に買取予約付で
賃貸する事業

事業協同組合等

商店街整備等支援事業
まちづくり会社等が各種コミュニティ施設（コミュニティホー
ル、ポケットパーク等）の整備を行う事業と、併せてショッピ
ングセンター型の商業店舗の整備を行う事業

⑴ 特定会社
（地方公共団体が出資し、出資者の
2/3 以上が中小企業者など）
⑵ 一般社団法人等

（一般社団法人にあってはその社員
総会における議決権、一般財団法人
にあっては、設立時の拠出総額の
1/2 以上が地方公共団体及び事業協
同組合等であることなど）
⑶ 商工会、商工会議所等
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２．主要な資金種類別の貸付条件等については次の通りですが、中小小売商業振興法や中心市街
地活性化法などの法律の認定を受けて実施する事業等は無利子貸付けになる場合がありますの
で、詳細については、県経営支援課にお問い合わせ下さい。

３．この資金の借入れに当たっては、事業の計画作成段階から、県の指導、診断を受ける必要が
ありますので、計画が具体化する前に、県経営支援課（TEL 076-444-3249）にご相談下さい。

貸　付　対　象　施　設 貸付利率 貸付期間（うち据置期間） 償還方法 貸　付　限　度

集団化に必要な土地、建物、構
築物、設備（共同施設等の設備
に限る。）

年 0.50％ 20 年以内（３年以内） 年賦
（元金均等償還）

整備資金（貸付対象施
設を取得し、造成し、
又は設備するのに必要
な資金）の 80％以内

施設整備に必要な土地、建物、
構築物、設備（共同施設等の設
備に限る。）

〃 〃 〃 〃

共同化に必要な土地、建物、構
築物、設備 〃 〃 〃 〃

共同利用に必要な土地、建物、
構築物、設備 〃 〃 〃 〃

リースに必要な設備、附属設備 〃 当該設備の耐用年数を勘案
して知事が定める期間 〃 〃

商店街整備等支援事業に必要な
土地、建物、構築物、設備 無利子 20 年以内（３年以内） 〃 〃

（利率については、変更になることがあります。）
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政府系金融機関等による金融一覧（1）

制　　度　　名 融　　資　　対　　象 資金使途

一 般 貸 付
商工中金の株主となっていただいている中小企業の各種団体とその構成員

（注）このほか中小企業の共同出資会社やメンバーの皆様方の海外法人等も
融資対象となります。

運転資金
設備資金

制　　度　　名 融　　資　　対　　象 資金使途

普 通 貸 付
（ 一 般 貸 付 ）

卸 売 業 資本金の額若しくは出資の総額が１億円以下の法人又は常
時使用する従業員の数が 100 人以下の法人・個人

運転資金
設備資金小 売 業 資本金の額若しくは出資の総額が 5,000 万円以下の法人又

は常時使用する従業員の数が 50 人以下の法人・個人

サ ー ビ ス 業 資本金の額若しくは出資の総額が 5,000 万円以下の法人又
は常時使用する従業員の数が 100 人以下の法人・個人

特定設備資金製造業、建設業、
運輸業、その他

資本金の額若しくは出資の総額が３億円以下の法人又は常
時使用する従業員の数が 300 人以下の法人・個人

小 規 模 事 業 者
経 営 改 善 資 金 貸 付

常時使用する従業員が 20 人以下（商業・サービス業の場合５人以下）の方
で商工会議所会頭、商工会会長又は都道府県商工会連合会会長の推薦を受
けた方

運転資金
設備資金

新 規 開 業 資 金 新たに事業を始める方、事業開始後おおむね７年以内の方 運転資金
設備資金

女性、若者／シニア
起 業 家 資 金

女性又は 35 歳未満か 55 歳以上の方であって、新たに事業を始める方、事
業開始後おおむね７年以内の方

運転資金
設備資金

新事業活動促進資金 経営多角化、事業転換などにより、第二創業などを図る方など 運転資金
設備資金

新創業融資制度 新たに事業を始める方または事業開始後で税務申告を２期終えていない方 運転資金
設備資金

※商工中金には上記のほか独自の総合支援策がありますので、詳細は商工中金へお尋ね下さい。

※各種融資制度の内容につきましては、変更になる可能性があります。
※この他、「東日本大震災復興特別貸付」などをお取り扱いしています。詳細は当公庫（国民生活事業）へお尋ね下さい。

　株式会社商工組合中央金庫

　株式会社日本政策金融公庫　国民生活事業

主
　
　
　
な
　
　
　
特
　
　
　
別
　
　
　
貸
　
　
　
付

新
　
企
　
業
　
育
　
成
　
貸
　
付
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貸　　付　　条　　件 申込先限　度　額 利　　率 期　　　間 担　保　等

4,800万円

お使いみち、ご
返 済 期 間 、担
保の有 無 等に
よって異なる利
率 が 適 用され
ます 。詳 細 は
当 公 庫（ 国 民
生 活 事 業 ）へ
お 尋 ね 下さい

運転　７年以内
（うち据置期間１年以内）
設備　10年以内
（うち据置期間２年以内）

担保（不動産、有価
証券等）などにつきま
してはお客様のご希
望を伺いながらご相
談させていただきます

国民生活事業

7,200万円 20年以内
（うち据置期間２年以内）

2,000万円

運転　７年以内
（うち据置期間１年以内）
設備　10年以内
（うち据置期間２年以内）

無 商工会議所、商工会等

7,200万円
（うち運転資金4,800万円）

運転　７年以内
（うち据置期間２年以内）
設備　20年以内
（うち据置期間２年以内）

担保（不動産、有価
証券等）などにつきま
してはお客様のご希
望を伺いながらご相
談させていただきます

国民生活事業

7,200万円
（うち運転資金4,800万円）

運転　７年以内
（うち据置期間２年以内）
設備　20年以内
（うち据置期間２年以内）

7,200万円
（うち運転資金4,800万円）

運転　７年以内
（うち据置期間２年以内）
設備　20年以内
（うち据置期間２年以内）

3,000万円
（うち運転資金1,500万円）

各種融資制度で定める
ご返済期間以内 無

貸　　付　　条　　件 申込先限　度　額 利　　率 期　　　間 担　保　等

商工中金
所定利率

運転　原則として10年以内
（据置期間２年以内）
設備　原則として15年以内
（据置期間２年以内）

必要と認めるもの
要

商工中金
 商工中金の代理店になっ
 ている信用組合、信用
 金庫でもご利用いただ
 けます。

株式会社商工組合中央金庫　富山支店 076-444-5121 　高岡支店 0766-25-5431

株式会社日本政策金融公庫　富山支店 国民生活事業 076-431-1191　高岡支店 国民生活事業 0766-25-1171
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政府系金融機関等による金融一覧（2）

制　　度　　名 融　　資　　対　　象 資金使途

再チャレンジ支援融資 廃業歴のある方など、一定の要件に該当する方で、新たに事業を始める方
または事業開始後おおむね７年以内の方

運転資金
設備資金

事業承継・集約
活 性 化 資 金

事業を承継する方など 運転資金
設備資金

企業活力強化資金
卸売業、小売業、飲食サービス業、サービス業または一定の要件を満たす
不動産賃貸業を営む方で、店舗の新築・増改築や機械設備の導入を行う方
など

運転資金
設備資金

海 外 展 開・
事 業 再 編 資 金

海外展開を図る方など 運転資金
設備資金

ソーシャルビジネス
支 援 資 金

社会的課題の解決を目的とする事業を営む方など 運転資金
設備資金

環境・エネルギー
対 策 資 金

非化石エネルギー設備や省エネルギー効果の高い設備を導入する方または
環境対策の促進を図る方

運転資金
設備資金

小 規 模 事 業 者
経 営 発 達 支 援 資 金

経営発達支援計画の認定を受けた商工会議所・商工会から事業計画の策定・
実施の支援を受け、持続的発展を取り組む小規模事業者の方

運転資金
設備資金

食 品 貸 付 食品関係の小売・製造小売業または花き小売業を営む方で、店舗の新築・
増改築、機械設備の導入、フランチャイズチェーンへの加盟などを行う方 設備資金

企 業 再 建 資 金 中小企業再生支援協議会の関与もしくは民事再生法に基づく再生計画の認
可などにより企業の再建を図る方

運転資金
設備資金

※この他、「東日本大震災復興特別貸付」などをお取り扱いしています。詳細は当公庫（国民生活事業）へお尋ね下さい。
※各種融資制度の内容につきましては、変更になる可能性があります。

　株式会社日本政策金融公庫　国民生活事業
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貸　　付　　条　　件 申込先限　度　額 利　　率 期　　　間 担　保　等

7,200万円
（うち運転資金4,800万円）

お使いみち、ご
返 済 期 間 、担
保の有 無 等に
よって異なる利
率 が 適 用され
ます 。詳 細 は
当 公 庫（ 国 民
生 活 事 業 ）へ
お 尋 ね 下さい

運転　７年以内
（うち据置期間２年以内）
設備　20年以内
（うち据置期間２年以内）

担保（不動産、有価
証券等）などにつきま
してはお客様のご希
望を伺いながらご相
談させていただきます

国民生活事業

7,200万円
（うち運転資金4,800万円）

運転　７年以内
（うち据置期間２年以内）
設備　20年以内
（うち据置期間２年以内）

7,200万円
（うち運転資金4,800万円）

運転　７年以内
（うち据置期間２年以内）
設備　20年以内
（うち据置期間２年以内）

7,200万円
（うち運転資金4,800万円）

運転　７年以内
（うち据置期間２年以内）
設備　20年以内
（うち据置期間２年以内）

7,200万円
（うち運転資金4,800万円）

運転　７年以内
（うち据置期間２年以内）
設備　20年以内
（うち据置期間２年以内）

7,200万円
（うち運転資金4,800万円）

運転　７年以内
（うち据置期間２年以内）
設備　20年以内
（うち据置期間２年以内）

7,200万円
（うち運転資金4,800万円）

運転　８年以内
（うち据置期間２年以内）
設備　20年以内
（うち据置期間２年以内）
（※）従業員５人以下の場合は
　　 据置期間３年以内

7,200万円 設備　20年以内
（うち据置期間２年以内）

7,200万円
（うち運転資金4,800万円）

運転　20年以内
（うち据置期間２年以内）
設備　20年以内
（うち据置期間２年以内）

株式会社日本政策金融公庫　富山支店 国民生活事業 076-431-1191　高岡支店 国民生活事業 0766-25-1171
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政府系金融機関等による金融一覧（3）

制　　度　　名 融　　資　　対　　象 資金使途

一 般 貸 付 生活衛生関係の事業を営む方 設備資金

振 興 事 業 貸 付 振興計画の認定を受けた生活衛生同業組合の組合員であって、生活衛生関
係の事業を営む方

運転資金
設備資金

生 活 衛 生 改 善 貸 付
生活衛生関係の事業を営んでおり、生活衛生同業組合（組合が設立されて
いない場合は、生活衛生営業指導センター）の実施する経営指導を受けて
いる方であって、生活衛生同業組合等の長の推薦を受けた方

運転資金
設備資金

経 営 環 境 変 化 資 金 売上が減少するなど業況が悪化している方 運転資金
設備資金

金 融 環 境 変 化 資 金 取引金融機関との取引状況の変化により、資金繰りに困難を来している方 運転資金

取引企業倒産対応資金 取引企業などの倒産により、経営に困難を来している方 運転資金

※この他、「東日本大震災復興特別貸付」などをお取り扱いしています。詳細は当公庫（国民生活事業）へお尋ね下さい。
※各種融資制度の内容につきましては、変更になる可能性があります。

　株式会社日本政策金融公庫　国民生活事業
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貸　　付　　条　　件 申込先限　度　額 利　　率 期　　　間 担　保　等

7,200万円～４億８千万円
業種によって異なります

お使いみち、ご
返 済 期 間 、担
保の有 無 等に
よって異なる利
率 が 適 用され
ます 。詳 細 は
当 公 庫（ 国 民
生 活 事 業 ）へ
お 尋 ね 下さい

13年以内
（一般公衆浴場は30年以内）
（うち据置期間１年以内
（返済期間が７年超の場合
２年以内））

担保（不動産、有
価証券等）などに
つきましてはお客
様のご希望を伺い
ながらご相談させ
ていただきます

国民生活事業

運転　5,700万円
設備　１億5,000万円～
　　　７億2,000万円
業種によって異なります

運転　７年以内
（うち据置期間２年以内）
設備　20年以内
（お使いみちによって異な
ります）
（うち据置期間２年以内）

2,000万円

運転　７年以内
（うち据置期間１年以内）
設備　10年以内
（うち据置期間２年以内）

無 生活衛生同業組合

4,800万円

運転　８年以内
（うち据置期間３年以内）
設備　15年以内
（うち据置期間３年以内）

担保（不動産、有
価証券等）などに
つきましてはお客
様のご希望を伺い
ながらご相談させ
ていただきます

国民生活事業別枠
4,000万円以内

運転　８年以内
（うち据置期間３年以内）
設備　15年以内
（うち据置期間３年以内）

別枠
3,000万円以内

８年以内
（うち据置期間３年以内）

株式会社日本政策金融公庫　富山支店 国民生活事業 076-431-1191　高岡支店 国民生活事業 0766-25-1171
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政府系金融機関等による金融一覧（4）

資　　金　　名 ご利用いただける方 資金使途
貸　付　条　件

融資限度額
（うち運転資金）

新 事 業 育 成 資 金 新規性・成長性のある事業を始めて７年以内の方 設備投資
長期運転資金 ６億円

女性、若者 / シニア
起 業 家 支 援 資 金

女性、若年者（35 歳未満）または高齢者（55 歳以上）であって、
新規開業して概ね７年以内の方

設備投資
長期運転資金

７億２千万円
（２億５千万円）

新事業活動促進資金 新しい事業分野の開拓を行う方 設備投資
長期運転資金

７億２千万円
（２億５千万円）

中 小 企 業 経 営 力
強 化 資 金

認定経営革新等支援機関の指導や助言、または「中小企業の会
計に関する基本要領」などの適用により経営力の強化を図る方

設備投資
長期運転資金

７億２千万円
（２億５千万円）

資　　金　　名 ご利用いただける方 資金使途
貸　付　条　件

融資限度額
（うち運転資金）

企 業 活 力 強 化 資 金 経営の近代化、合理化やものづくり基盤技術の高度化を進める
方など

設備投資
長期運転資金

７億２千万円
（２億５千万円）

Ｉ Ｔ 活 用
促 進 資 金

情報化投資を行う方 設備投資
長期運転資金

７億２千万円
（２億５千万円）

海 外 展 開 ・
事 業 再 編 資 金

海外展開や海外展開事業の再編を行う方 設備投資
長期運転資金

７億２千万円
（４億８千万円）

地 域 活 性 化・
雇 用 促 進 資 金

一定の雇用創出効果が見込める設備投資を行う方、
地域への経済波及効果の高い事業活動に取り組む方

設備投資
長期運転資金

７億２千万円
（２億５千万円）

※融資利率について、信用リスク・融資期間等に応じて所定の利率が適用または上乗せされます。詳細は窓口でお尋ね下さい。
※各種融資制度の内容につきましては、変更になる可能性があります。

　株式会社日本政策金融公庫　中小企業事業【直接貸付】

特定事業を営む中小企業の方
◆次の業種の方は対象になりません：農業、林業、漁業、金融・保険業（保険媒介代理業及び保険サービス

業を除く）、不動産業のうち住宅及び住宅用の土地の賃貸業、非営利団体、一部の風俗営業、公序良俗に
反するもの、投機的なものなど

● 新企業育成貸付　新たな事業を開始する方、異業種・異分野へ進出する方へ

● 企業活力強化貸付　企業活力促進のために積極的な設備投資等を行う方へ
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貸　　付　　条　　件
申込先主な融資期間 主な融資利率 担　　　保　　　等

設備資金　20 年以内
（うち据置期間５年以内）
運転資金　７年以内

（うち据置期間２年以内）

特別利率②，③
（上限３%）

◆一定の要件を満たす場合には、経営責任者の方の
個人保証が不要となります。

◆担保設定の有無、担保の種類等についてはご相談
のうえ、決めさせていただきます。

中小企業事業窓口

設備資金　20 年以内
（うち据置期間２年以内）
運転資金　７年以内

（うち据置期間２年以内）

特別利率
①，② 〃 〃

設備資金　20 年以内
（うち据置期間２年以内）
運転資金　７年以内

（うち据置期間２年以内）

特別利率
①，②，③

基準利率−0.9％
基準利率−0.2％

〃 〃

設備資金　20 年以内
（うち据置期間２年以内）
運転資金　７年以内

（うち据置期間２年以内）

特別利率
①

基準利率
〃 〃

貸　　付　　条　　件
申込先主な融資期間 主な融資利率 担　　　保　　　等

設備資金　20 年以内
（うち据置期間２年以内）
運転資金　７年以内

（うち据置期間２年以内）

特別利率
①，②，③

◆一定の要件を満たす場合には、経営責任者の方の
個人保証が不要となります。
◆担保設定の有無、担保の種類等についてはご相談
のうえ、決めさせていただきます。

中小企業事業窓口

設備資金　20 年以内
（うち据置期間２年以内）
運転資金　７年以内

（うち据置期間２年以内）

特別利率
①，②

基準利率−0.9％
〃 〃

設備資金　20 年以内
（うち据置期間２年以内）
運転資金　７年以内

（うち据置期間２年以内）

特別利率
①，②

（上限３％）
基準利率

（上限３％）

〃 〃

設備資金　20 年以内
（うち据置期間２年以内）
運転資金　７年以内

（うち据置期間２年以内）

特別利率
①，②，③ 〃 〃

株式会社日本政策金融公庫　富山支店 中小企業事業 076-442-2483

◆中小企業の規模
　・製　造　業：資本金３億円以下又は従業員 300 人以下
　・卸　売　業：資本金１億円以下又は従業員 100 人以下
　・小　売　業：資本金５千万円以下又は従業員 50 人以下
　・サービス業：資本金５千万円以下又は従業員 100 人以下
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政府系金融機関等による金融一覧（5）

資　　金　　名 ご利用いただける方 資金使途
貸　付　条　件

融資限度額
（うち運転資金）

経 営 環 境 変 化
対 応 資 金

一時的な売上高の減少等業況が悪化している方、社会的要因に
よる業況悪化により資金繰りに支障をきたしている方など

設備投資
長期運転資金 ７億２千万円

金 融 環 境 変 化
対 応 資 金

金融機関との取引状況の変化により一時的に資金繰りが悪化し
ている方

設備投資
長期運転資金 ３億円（別枠）

資　　金　　名 ご利用いただける方 資金使途
貸　付　条　件

融資限度額
（うち運転資金）

事 業 再 生 支 援 資 金

〈アーリー DIP〉
民事再生法の規定による再生手続開始の申立てなどを行った方

設備投資
長期運転資金

７億２千万円
（２億５千万円）〈レイター DIP〉

民事再生法に基づく再生計画の認可決定等を受けた方

企 業 再 建 資 金 経営改善や経営再建などに取り組む方 設備投資
長期運転資金 ７億２千万円

区　　　　　分 投資対象 資金使途 引受限度

一 般 投 資

経営に特色があり成長意欲のある企業
《投資の種類》
・増資に際して発行される株式の引受
・新株予約権付社債の引受
・新株予約権の引受 設備資金

運転資金

増資後議決権
比率の50％以内

新株予約権付
社債等の場合
は、引受時にお
いて当該予約
権を行使したと
仮定した場合、
議決権比率が
50％以内となる
範囲

ベンチャービジネス　
投 資

先端的・独創的な技術またはノウハウをもつ研究開発型企業
《投資の種類》
・増資に際して発行される株式の引受
・新株予約権付社債の引受
・新株予約権の引受

創 業 投 資
（設立新株投資・創業期投資）

起業家が会社を設立する場合や既存企業が新規事業へ進出を図るため
に新会社を設立する場合、もしくは設立後５年以内の企業

《投資の種類》
①設立新株投資
・株式会社の設立に際して発行される株式の引受
②創業期投資
・増資に際して発行される株式の引受
・新株予約権付社債の引受
・新株予約権の引受

創業資金

※株式会社日本政策金融公庫 中小企業事業でも申し込みの取次をしています。
※なお、投資した後は資本金が３億円を超えても、追加投資は可能です。

※このほか環境・エネルギー対策資金、東日本大震災復興特別貸付等各種特別貸付があります。
※融資利率について、信用リスク・融資期間等に応じて所定の利率が適用または上乗せされます。詳細は窓口でお尋ね下さい。
※各種融資制度の内容につきましては、変更になる可能性があります。
　【代理貸付】当公庫中小企業事業の代理店の窓口にご相談下さい（ほとんどの銀行、信用金庫、信用組合が代理店です。）。

　株式会社日本政策金融公庫　中小企業事業【直接貸付】

　名古屋中小企業投資育成株式会社

● セーフティネット貸付　経営環境の変化などにより、資金繰りに困難をきたしている方へ

● 企業再生貸付　事業再建に取り組む方へ
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貸　　付　　条　　件
申込先主な融資期間 主な融資利率 担　　　保　　　等

設備資金　15 年以内
（うち据置期間３年以内）
運転資金　８年以内

（うち据置期間３年以内）

基準利率
（長期運転資金に

限り、上限３%）

◆一定の要件を満たす場合には、経営責任者の方の
個人保証が不要となります。

◆担保設定の有無、担保の種類等についてはご相談
のうえ、決めさせていただきます。

中小企業事業窓口

設備資金　15 年以内
（うち据置期間３年以内）
運転資金　８年以内

（うち据置期間３年以内）

基準利率 〃 〃

貸　　付　　条　　件
申込先主な融資期間 主な融資利率 担　　　保　　　等

１年以内
（うち据置期間１年以内）

基準利率
＋2.5％（上限3.0%） ◆一定の要件を満たす場合には、経営責任者の方の

個人保証が不要となります。
◆担保設定の有無、担保の種類等についてはご相談
のうえ、決めさせていただきます。

中小企業事業窓口設備資金　10 年以内
（うち据置期間２年以内）
運転資金　5 年以内

（うち据置期間２年以内）

基準利率
＋1.0％（上限3.0%）

設備資金　20 年以内
（うち据置期間２年以内）
運転資金　15 年以内

（うち据置期間２年以内）

基準利率（上限3.0%）
特別利率①（上限3.0%）
特別利率③（上限3.0%）

〃 〃

配　当 ・ 利　率 条　　　　　　　　　　　　　　件

（株式）
一定の安定配当を
お願いします

（社債）
長期プライムレー
トを参考にして決
めます。

（一般投資）
①資本金３億円以下の株式会社（特例法に該当される場合３億円超でも可）
　投資育成会社の引受けによって、資本金が３億円を超えることは可
②業種は、風俗営業等およびその経営内容が公序良俗に反するもの、または一時的もしくは投機的なものは対象外
　製造業・建設業・卸売業・小売業・サービス業など、ほとんどの業種が対象
③原則として、一定水準の利益を上げており、今後も成長発展する見込みがあること
（ベンチャービジネス投資）
①一般投資の①及び②の条件を満たしていること
②先端的・独創的な技術またはノウハウに裏付けられた製品の製造あるいはサービスの提供を行っていること
③売上高に対する試験研究費の比率が過去２期にわたり３％以上であること
④会社設立後または新事業進出後10年以内であること

（創業投資）
①設立予定の会社の設立登記時の資本金が、３億円以下の株式会社であること（特例法に該当される場合３億円

超でも可）
②設立予定の会社の業種が、一般投資の②の条件を満たしていること
③設立予定の会社の経営者が、事業の経営に関する知識・経験等を有するなど、その経営力が認められること
④設立予定の会社の事業計画に妥当性が認められ、かつその事業が将来、成長発展する見込があること
⑤原則として、投資後５年を経過した年度より、一定水準以上の配当が維持できる利益が見込まれること
⑥設立後５年以内の会社の場合には、資本金３億円以下の株式会社（特例法に該当される場合３億円超でも可）で

あって、上記②～⑤の条件を満たしていること

株式会社日本政策金融公庫　富山支店 中小企業事業　076-442-2483

名古屋中小企業投資育成株式会社　052-581-9541　URL https://www.sbic-cj.co.jp/
〒450-0003　名古屋市中村区名駅南一丁目16番30号（東海ビル7階）
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信用保証協会保証制度

制　度　の　名　称 対　　象　　資　　金　　等　（概　要） 資金使途

創 業 等 関 連 保 証 中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律に基づいて、個人が創業又は新たに
企業を設立して行う事業の実施に必要な資金

運転資金
設備資金

創 業 関 連 保 証 産業競争力強化法に基づいて、個人が創業又は新たに企業を設立して行う事業の実
施に必要な資金

運転資金
設備資金

再 挑 戦 支 援 保 証 過去に経営状況の悪化により事業を廃業もしくは会社を解散した経験を有し、一定の要件を
備える個人が創業または新たに企業を設立して行う事業の実施に必要な資金

運転資金
設備資金

制　度　の　名　称 対　　象　　資　　金　　等　（概　要） 資金使途

条件変更改善型借換保証 保証付借入について返済条件の緩和を受けている中小企業・小規模事業者の事業計
画の実施に必要な借換資金及び新規事業資金　※

運転資金
設備資金

経 営 力 強 化 保 証 金融機関と認定経営革新等支援機関の支援を受けている中小企業者の事業計画の実
施に必要な借換資金及び新規事業資金

運転資金
設備資金

事 業 再 生 計 画
実 施 関 連 保 証

（経営改善サポート保証）
中小企業再生支援協議会等の指導又は助言を受けて作成した事業再生計画に従って事業
再生の計画を実施するために必要な借換資金及び新規事業資金

事業再生の計画
の実施に必要な
資金に限る

制　度　の　名　称 対　　象　　資　　金　　等　（概　要） 資金使途

短期継続サポート融資保証 金融機関からの推薦がある中小企業・小規模事業者の資金繰りの安定化を図る資金 運転資金

税理士連携短期継続保証 北陸税理士会所属の税理士等からの推薦がある中小企業・小規模事業者の資金繰り
の安定化を図る資金 運転資金

制　度　の　名　称 対　　象　　資　　金　　等　（概　要） 資金使途

当座貸越（貸付専用型）根保証 反復継続して必要なときに借入できる事業資金 運転資金
設備資金

事業者カードローン当座貸越保証 反復継続してカードにより借入できる事業資金 運転資金
設備資金

制　度　の　名　称 対　　象　　資　　金　　等　（概　要） 資金使途

経 営 承 継 関 連 保 証 経済産業大臣の認定を受けた中小企業者であって、経営の承継に不可欠な資産等を
取得するために必要な資金

運転資金
設備資金

経営承継準備関連保証 経済産業大臣の認定を受けた中小企業者であって、他の中小企業者の経営の承継に
不可欠な資産を取得するために必要な資金

運転資金
設備資金

制　度　の　名　称 対　　象　　資　　金　　等　（概　要） 資金使途

中小企業特定社債保証 中小企業者の発行する社債（私募債）に対する保証 運転資金
設備資金

制　度　の　名　称 対　　象　　資　　金　　等　（概　要） 資金使途

危 機 関 連 保 証 大規模な経済危機、災害等により、著しい信用収縮が生じた中小企業者の事業継続
や経営安定を図るために必要とする資金　※

経営の安定に
必要な資金

　主な信用保証制度
創業時の資金調達に

経営上の課題を解決するために

※自ら事業計画を策定し、当該計画の実行と金融機関への進捗報告を行う必要があります。

このほか、代表者個人又は事業を営んでいない個人を対象に、上記２保証に類似した保証制度も設けております。

※・本保証を発動すべき突発的な事態が生じた場合、国が発動し（告示）、予め適用期限を区切って実施される。
　・この保証の対象者は、中小企業信用保険法第２条第６項の規定による市町村長等の認定を受ける必要があります。

短期資金を継続的に調達するために

突発的な資金不足に備えるために

経営承継が必要なときに

事業資金の円滑化を図るために

大規模な経済危機、災害等が発生したときに



―  26  ― ―  27  ―

保　証　限　度　額 保証期間（うち据置期間） 融資利率 保　証　料　率（年）（※1）（※2） 担　　　保

1,500万円 10年以内
（１年以内）

金融機関
所定利率 0.80％ 不要

2,000万円 10年以内
（１年以内）

金融機関
所定利率 0.80％ 不要

2,000万円 10年以内
（１年以内）

金融機関
所定利率 0.80％ 不要

保　証　限　度　額 保証期間（うち据置期間） 融資利率 保　証　料　率（年）（※1）（※2） 担　　　保
　　　２億8,000万円

（組合　４億8,000万円）
15年以内

（２年以内）
金融機関
所定利率 0.45％～1.90％ 必要に応じ

　　　２億8,000万円
（組合　４億8,000万円）

運転資金
５年以内（１年以内）

設備資金
７年以内（１年以内）
既保証を借り換える場合
10年以内（１年以内）

金融機関
所定利率

0.45％～1.75％
※３

責任共有対象外の既保証を
同額以内借り換える場合

0.50％～2.00％
※３

必要に応じ

　　　２億8,000万円
（組合　４億8,000万円）

一括返済の場合
１年以内

分割返済の場合
運転資金

15年以内（１年以内）

金融機関
所定利率

0.80％
責任共有対象外の既保証を
同額以内借り換える場合

1.00％
特別小口保険の要件を満たす場合

0.80％

必要に応じ

保　証　限　度　額 保証期間（うち据置期間） 融資利率 保　証　料　率（年）（※1）（※2） 担　　　保

＜別枠＞２億8,000万円
運転資金

10年以内（1年以内）
設備資金

15年以内（1年以内）

金融機関
所定利率

0.45％～1.90％
特別小口保険の要件を満たす場合

0.70％
必要に応じ

＜別枠＞２億8,000万円
運転資金

10年以内（1年以内）
設備資金

15年以内（1年以内）

金融機関
所定利率

0.45％～1.90％
特別小口保険の要件を満たす場合

0.70％
必要に応じ

保　証　限　度　額 保証期間（うち据置期間） 融資利率 保　証　料　率（年）（※1）（※2） 担　　　保
100万円以上5,000万円以内

（１企業１口限り）
１年以内

（4回まで継続可能）
金融機関
所定利率 0.45％～1.90％ 必要に応じ

3,000万円
（１企業１口限り）

１年以内
（4回まで継続可能）

金融機関
所定利率

0.45％～1.90％
推薦する税理士等が認定経営改革

　 等支援機関の場合は、0.1％割引
必要に応じ

保　証　限　度　額 保証期間（うち据置期間） 融資利率 保　証　料　率（年）（※1）（※2） 担　　　保

100万円以上２億8,000万円以内 １年もしくは２年
（更新４年以内）

金融機関
所定利率 0.39％～1.62％ 5,000万円超

原則有担保

100万円以上2,000万円以内 １年もしくは２年
（更新４年以内）

金融機関
所定利率 0.39％～1.62％ 原則不要

保　証　限　度　額 保証期間（うち据置期間） 融資利率 保　証　料　率（年）（※1）（※2） 担　　　保
＜別枠＞４億5,000万円
 ただし社債発行額3,000万円～
 ５億6,000万円の範囲です

2年以上7年以内 （支払金利）
発行体所定利率 0.45％～1.90％ 必要に応じ

保　証　限　度　額 保証期間（うち据置期間） 融資利率 保　証　料　率（年）（※1）（※2） 担　　　保
　  ＜別枠＞２億8,000万円

（組合　４億8,000万円）
10年以内

（２年以内）
金融機関
所定利率 0.80％ 必要に応じ

富山県信用保証協会　本　　　所　TEL 076-423-3171　FAX 076-493-0829　〒930-8565　富山市総曲輪2丁目1番3号
　　　　　　　　　　高岡相談室　TEL 0766-21-6820　FAX 0766-21-6864　〒933-0912　高岡市丸の内1番40号
　　　　　　　　　　URL www.cgc-toyama.or.jp/

※ 1 　会計参与設置会社（確認書類：商業登記簿謄本（写））の場合、0.1% の割引を行います。
※ 2 　一部の保証を除き、有担保の場合、0.1% の割引を行います。
※ 3 　原則として、通常の保証料率区分よりも 1 区分低い料率を適用します。

（
（
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キャッシュレス・消費者還元事業が始まります
特集2

「キャッシュレス・消費者還元事業」は、2019年10月1日からの消費税率引上げに伴い、需要平準化対
策、キャッシュレス対応による生産性向上、消費者の利便性向上の観点から国の予算により実施されるも
のです。消費税率引上げから2020年６月末までの9カ月間に限り、消費者が登録された中小・小規模事業
者においてキャッシュレス決済手段を使った場合、ポイントの還元が受けられます。

今号では、キャッシュレスの現状や決済の仕組み、キャッシュレス・消費者還元事業の概要について、
中小・小規模事業者向けにご紹介します。

（１）キャッシュレス決済とは
　キャッシュレスとは、「物理的な現金（紙幣・硬貨等）
ではなく、デジタル化された価値の移転を通じて活動
できる状態」を指します。
　キャシュレスの決済媒体としては、従来のクレジット
カードに代表されるプラスチックカードのほか、最近で
はスマートフォン等の媒体による決済が増加傾向にあ
ります。また、読み込み方式としては、従来のクレジッ
トカードのようにカードを端末に差し込んで読み込む
接触式や、交通系や流通系の電子マネーのように端末
にカードやスマートフォンを軽くタッチするだけの非接
触式、また、スマートフォンやタブレットなどで QR コー
ドなどを読み込むコード方式などがあります。

（２）我が国のキャッシュレス決済の現状

　１．キャッシュレス決済の現状とメリット

図１　世界各国のキャッシュレス比率比較（2015 年）
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　2015年の世界各国のキャッシュレス決済比率をみる
と、韓国は約 90％に達するなど、キャッシュレス化が
進展している国では軒並み 40％～ 60％台に到達する
中、我が国では 18.4％にとどまっています。
　これは、現金を好む国民性のほか、我が国ならで
はの特性といえる「治安の良さ」や、偽札の流通が少
ない「現金に対する信頼の高さ」などの社会情勢が
一因と考えられています。

　一方で、我が国のキャッシュレス決済比率は、2008
年の 11.9％から 2016 年には 20.0％へと推移しており、
確実に上昇しています。また、決済手段をみるとクレジッ
トカードが大半を占めていますが、最近では電子マネー
が増加しています。
　このようなことから、世界的なキャッシュレスの流れ

を踏まえ、キャッシュレスを通じたデータの利活用によ
り、国全体の生産性が向上し、実店舗等、消費者、
支払サービス事業者がそれぞれ付加価値を享受でき
る社会を目指すことが必要とされています。政府では、
大阪・関西万博が開催される 2025 年までにキャッシュ
レス決済比率を 40% とする目標を設定したうえで、将
来的には 80% の達成を目指すとしています。

（３）キャッシュレス決済のメリット
　キャッシュレス決済は、消費者に利便性をもたらす
ほか、事業者においても以下の観点から生産性の向
上に繋がると期待されています。

　２．キャッシュレス決済のしくみ

①人手不足対策（レジ締め、現金取扱時間
の短縮）

②従業員による売上現金紛失・盗難等のト
ラブル減少

③従業員が紙幣・通貨に触れないので衛生
的

④現金の搬出入回数の減少
⑤インバウンド需要を取り込むには不可欠
⑥個人の購買情報を蓄積し、ビッグデータ

を分析することにより、マーケティング
を高度化
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図3　事業者とお金の流れ

図2　我が国のキャッシュレスの支払額及び比率の推移
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（１）事業者とお金の流れ
　図３のとおり、お店（加盟店）と契約する決済会社
を「アクワイアラ」、利用者（消費者）と契約する決済
会社を「イシュアー」といいます。
　アクワイアラは、お店（加盟店）に対して、キャッシュ
レス導入に向けた契約や管理をします。また、イシュ
アーへの購入代金請求、お店（加盟店）への代金支
払いが主な業務です。

　イシュアーは、キャッシュレスツールを発行する会社
のことで、利用者の獲得や利用者への請求が主な業
務です。
　そのほか、図には示していませんが、複数のアクワ
イアラとお店（加盟店）の間に入り、複数のクレジット
カード会社や決済サービス会社との契約や精算の一本
化などを提供する「決済代行業者」が介在するケース
もあります。

（１）主な決済ツール
①クレジットカード 
　お店などでの支払い時に提示
すると、その場で現金を支払う
ことなく商品やサービスを受け取
ることができ、後で代金の請求が来る（後払い）カー
ドのことです。代金の請求は一括で支払うか、分割払
いやボーナス払いなどがあります。

②デビットカード 
　お買い物や食事代の支払で提
示すると、代金が預金口座から
即時に引き落とされるカードのこ
とです。銀行などの金融機関が提供するJ-Debit（ジェ
イデビット）とクレジットカードの国際ブランドが提供
するブランドデビットがあります。

③電子マネー
　様々な会社が独自に発行して
いる電子決済サービスで、かざ
して使える IC カードや携帯電話
のタイプ、ネットワーク型があり
ます。支払い方式は、前払い式と後払い式のものがあ
ります。

④スマートフォン 
　スマートフォンに、クレジット
カード、電子マネーなどを複数
登録し、お店などでの支払いに
利用できます。また、決済会社
が提供する専用のアプリを使って、バーコードやＱＲ
コード使って支払うことができます。

（２）主な決済端末
①接触 IC/磁気（スライド式）
　カード読み取り機に差し込
み、直接接触させて読み取る
方式の端末です。主にクレジッ
トカードでの支払いに用いま
す。また、読み取り機にスライドさせて、磁気を読み
取る方式もあります。

②非接触 ICタッチ式
　カード読み取り機に触れな
くてもかざすだけで読み取り
ができる端末のことです。主
に交通系や流通系の電子マ
ネーやスマートフォンでの支払いに用います。最近では、
IC 対応のクレジットカードで非接触 IC 端末での支払
いができるものも登場しています。

③コード読み取り機・タブレット・スマートフォン
　バーコードやＱＲコードを読
み取って支払いをするコード
決済で利用する端末です。顧
客がスマートフォンでバーコー
ドやＱＲコードを表示する方
式の場合、店舗のコード読み
取り機やタブレットで読み込みを行います。店舗がＱ
Ｒコードを掲示・表示する方式の場合は、顧客のスマー
トフォンで読み取りを行います。

　３．主な決済ツールと決済端末
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（１）事業の内容

①消費者への還元
　10 月1日の消費税引上げから 2020 年６月末までの
９カ月間について、消費者がキャッシュレス決済手段（ク
レジットカード、デビットカード、電子マネー、QR コー
ドなど電子的に繰り返し利用できる決済手段）を用い
て中小・小規模の小売店・サービス業者・飲食店等で
支払いを行った場合、５％（フランチャイズチェーン店
は２％）をポイントにより決済事業者から消費者に還
元されます。
　補助にあたっては、決済事業者が中小・小規模事
業者に提供するキャッシュレス決済のプランを提示し、
その中から、中小・小規模事業者が自らに望ましいプ
ランを選択し加盟店契約等をする必要があります。
②決済端末等の導入補助
　上記の枠組みにより、中小・小規模事業者がキャッ
シュレス決済を導入する際に、必要な端末等導入費用
の 1/3 を決済事業者が負担し、残りの 2/3 を国が補
助します。
③決済手数料の補助
　また、中小・小規模事業者がキャッシュレス決済事業
者に支払う加盟店手数料（3.25％以下）の1/3 を期間中

補助するので、実質 2.17％以下の手数料率となります。

（２）事業への参加方法
　中小・小規模事業者が本事業に参加する場合は、
決済事業者（アクワイアラ）を通じて登録することとな
ります。本事業に参加する決済事業者の一覧は、加
盟店向けサービス内容とともに、キャッシュレス・消
費者還元事業ホームページにおいて公表されていま
す。既にクレジットカードなどのキャッシュレス決済端
末を導入されている事業者においては、取引先の決
済事業者に、これから導入を検討される場合はホーム
ページの一覧より自社に合うサービスを選択し、各決
済事業者のコールセンターにお問合せください。

（３）お問合せ先
①ポイント還元窓口（中小・小規模事業者向け）　
　※平日 10 時～ 18 時
　電話：0570-000655
　IP 電話等：042-303-4203
②キャッシュレス・消費者還元事業ホームページ

　４．キャッシュレス・消費者還元事業

図4　消費者還元のしくみ

https://cashless.go.jp/
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　本会の「消費税軽減税率対策窓口相談等事業」により、「キャッシュレス決済の基礎」や「キャッシュ
レス・消費者還元事業」等をテーマに、組合を対象とした講習会を開催することができますので、お気
軽にご相談ください。

＊本稿は令和元年 5 月 7 日時点の情報を元に掲載しています。
　【出典】
　・事業者様向けガイド（経済産業省・一般社団法人キャシュレス推進協議会）
　・キャッシュレス・ビジョン（平成 30 年 4 月　経済産業省）
　・キャッシュレス・消費者還元事業ホームページ　https://cashless.go.jp/
　・一般社団法人キャッシュレス推進協議会ホームページ https://www.paymentsjapan.or.jp
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Ｑ．創業から数えて66年になります。
これまでの歩みについてお聞か
せください。

　昭和28年に父が前身の渋谷電
気商会を創業しました。農家の
電化が普及し始めた頃で、内線
のほか、委託で電柱の設置、電
線の敷設工事も請けていました。

「三八豪雪」の影響で屋外工事が
ストップしたため、大阪に出稼ぎ
に行き電話工事に携わった父は、
電気より通信分野に将来性を感
じ、主に関西で電話工事を手掛
けました。40年代に入り北陸自
動車道の建設で、非常電話など
通信関連工事を受注したことを
きっかけに、高速道路の通信関
連工事に参入し、それが主力に

自己資本10億円を目標に
Ｑ．「不倒企業への基礎づくり」を経営

テーマにされてきたそうですね。
　社長就任時、創業者を超える
とかではなく、会社に永続性を
持たせるための基礎をつくること
が、２代目である私の役割と考
えました。「日立の樹」のように小
さくても幹が太くて、葉が生い
茂って広い木陰をつくり、社員
が安心して働けるような企業に
成長したいと考えたのです。そ
の根っことなるのが自己資本で
あり、当時の10倍にあたる10億
円を目標に設定してきました。現
在、９億２千万円に到達しました。
　目標に向けてまず、業績予測
管理システムを自分で構築し、
社内共有化を図りました。２期分

なりました。
　元請け大手６社の本社が東京
だったので、東京営業所を開設
することになり、私が入社して
担当することになりました。６社
の工事を請けていたので、それ
が今の施工実績１位につながっ
たわけです。
　私が社長に就いて10年余り
たった頃、思い切って元請けに
転じることを決めました。協力関
係だった大手からはいろいろ言
われましたが、発注先は工事を
実質任されていた当社の技術を
高く評価してくれていましたの
で、切り替えてくれました。ニッ
チな業種である上に当社しか請
けられない工事もあるため、こ
の会社規模でも勝負していける
のです。

大手下請けから元請けに

経営者に聞く

高速道路の通信工事で全国一の実績
基盤を固めて永続性ある企業目指す
高速道路の通信管路工事で施工実績日本一を誇る北栄電設株式会社。昭和28年に創業し、農家の内線、電
話工事などを経て、46年から高速道路の通信工事分野に本格参入しました。以来50年近くにわたって全国の
高速道路工事に携わり、同分野をリードする企業として技術を磨き続けています。２代目社長である渋谷武
氏に、永続性を見据えた経営基盤づくりや職場環境の整備、将来の方向性などについてお聞きしました。

本社社屋 高速道路における電気通信工事

北栄電設株式会社 

代表取締役社長  渋谷　武 氏
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発送電分離を控えていること、組
合員がピーク時の700人から567
人へと減少傾向にあることが課
題です。先々 400人でも運営して
いける組合づくりを目指そうと、
皆で支えて皆で分かち合うシス
テムづくりに取り組んでいます。
本年から月会費を2,000円アップ
する一方で、収益が出たら事業
貢献度に応じて分配する仕組み
にしました。会員企業の後継者
や技術者育成に寄与できるよう
なプログラムを重点的に用意して
いきたいと考えています。
　32人の職員には、これから始
まる働き方改革を職場改革の
チャンスと捉え積極的な業務の
効率化にチャレンジしてもらおう
と考えています。利益は職員にも
還元し、やりがいのある職場づく
りを目指していきます。

かな書道10段目指す
Ｑ．お忙しい中でどのようにリフレッ

シュをはかっておられますか。
　５年前から「かな書道」を習っ
ています。10級からスタートして
現在は９段で、最高の10段を目
指しています。祝いごとなどに、
俳句や短歌を色紙にしたため額
に入れて贈ると喜ばれます。妻
と両親の４人で年４回ほどドライ
ブ旅行をするのも楽しみです。
フェリーで九州にも行きました。

の収益を管理しながら、予想よ
り悪ければ早く手当てできます
し、逆に良いときは来期にどう活
用していくかをいち早く考えるこ
とができます。
　事業で収益を出すためには戦
略が必要と考え、46歳の時に大
学院へ入り、MBAを取得しまし
た。そこで学んだ概念を基に、主
力の高速道路事業に人材も技術
も集中させたことも奏功しました。
　常にキャッシュを重視し、持た
ざる経営を続けています。機械
や工具、備品もコストをかけずに
借りる方法を採っています。経営
基盤が安定すれば、社員の生活
も安定しますし、安心して仕事が
できる職場なら自ずと頑張ろうと
いう気持ちにつながるでしょう。

誇りの醸成を大切に
Ｑ．将来に向けた会社の方向性や人

材育成についてお聞かせください。
　高速道路の通信工事分野に参
入して50年近くたちますが、今後
も４車線化や更新が続きますの
で、今のリードを確固たる強みに
していくことが大切です。
　私は社会人１年目の時、仕事
先で「たかが電気屋の分際で」と
言われ、大変悔しい思いをしま
した。建設関連業界は３Ｋ職場
と言われがちですが、社会イン
フラ整備に貢献している仕事を

私は誇りに思っていますし、社内
でも誇りの醸成に努めています。
その一つが本社玄関の「感謝の
壁」で、定年まで勤めた社員の
名前をプレートにして掲げてあ
ります。
　全国の工事に赴く技術者は一
人でサバイバルしていく力が必
要です。自分の裁量で考動する
社風、個々が独立したネットワー
ク型の組織を形成していくため
に、規則や勤務体制を柔軟にし
てきました。今や社長不在でも
回っていくと思うくらいです。
　専務の長男には人材の獲得、
育成を任せています。社員は「誰
に採ってもらったか」が根底にある
ものです。私は最終面接で学生を
抱き締めて見送ったこともありま
す。トップが「待っている」と示す
会社はどこにもないでしょう。二
男は経営管理部に参画し将来のス
ピンアウトを視野に可能性を探っ
ています。兄弟が一国一城の主と
して独立しながら助け合う形がい
いのではないかと思っています。

皆で分かち合う組合に
Ｑ．富山県電気工事工業組合の理事

長として、どのような活動をされ
ていきたいとお考えですか？

　当組合は主に県内の配電線関
連工事を手掛け、売上ベースで
27億円規模です。来年４月から

しぶや・たけし
昭和31年８月10日、小矢部市生まれ。
54年、同志社大学経済学部卒業後、大
阪市の電気工事会社に３年間勤め、57
年、北栄電設株式会社に入社し東京営
業所に勤務。62年、専務取締役、平
成６年、代表取締役社長に就任。16年、
多摩大学大学院経営学修士学位（MBA）
取得。31年３月、富山県電気工事工業
組合理事長に就任、現在に至る。



―  34  ―

　我が国における学校給食の起源は、明治 22 年に山形県の私立小学校において、おにぎりなどが無償で提供さ
れたのが始まりと言われています。富山県では、大正３年に婦負郡富川小学校（現在の神保小学校）で、冬季温
汁給食が実施されたのが最初と言われています。今回は、県内の学校給食の主食となるパンや米飯の加工製造を
行う事業者が中心になって組織している富山県パン・学校給食米飯協同組合を紹介します。

富山県パン・学校給食米飯協同組合さんよりこんにちは

◆組合の沿革
　昭和29年に学校給食法が成立されたことを受け、翌30
年７月に富山県学校給食パン協会として設立。その後、
市販パンを取り扱う富山県製パン組合連合会とともに両
者が発展的に解散し、昭和31年9月、富山県パン協同組合
として設立されました。設立以来組合では、学校給食へ
の対応のほか、旧大店法のもと地域で小売りも行う組合
員を守るための大手対策にも力を入れていました。
　昭和51年から県内でも米飯給食が導入されると、組合
員の製パン業者が米飯加工も担ったほか、米飯工場を組
合員や地域の事業者が共同で立ち上げて対応しました。
　その後、米飯給食の回数が年々増加したこともあり、
平成15年に富山県パン・学校給食米飯協同組合に名称
を変更し現在に至っています。

◆技術講習会を開催
　組合では、設立当初から現在に至るまで、毎年技術講
習会を開催しています。講習会では、技術革新や小麦粉
の品質向上に対応するとともに、新しいパンのメニュー開
発や製法を学ぶ場となっています。講習会では、製粉な
どの材料業者や製パン機械メーカーのほか組合員が講
師を務めることもあり、技術やノウハウの提供にも組合員
同士の垣根がなく行われています。
　最近では、食品衛生法の改正により義務化が予定され
ているＨＡＣＣＰについての情報提供にも力を入れてお
り、上部団体の全日本パン協同組合連合会や、日本パン

技術研究所らが作成した手引書の普及を進めています。

◆学校給食とのあゆみ
　組合では、給食の資材提供を行う富山県学校給食会
と一括契約し、組合員が学校給食用のパンと米飯の加
工を行っています。かつては、組合員個々で契約していま
したが、学校給食の安定供給を図るため、現在では組合
が契約の窓口を担っています。平成30年は年間で約400
万食のパンと約1000万食の米飯を提供しています。また、
給食向けの新商品開発にも取り組んでおり、平成18年か
らは県産コシヒカリの米粉を配合したパンが、また、平成
28年からは従来から15％の塩分を減らした減塩パンが
導入されています。
　一方で、少子化に伴う児童数の減少による採算の悪化
や後継者不足、従業員の高齢化が業界での課題となって
います。組合では、今後も安心で安全な給食を提供する
ため、これらの課題に一致団結して取り組んでいくことと
しています。

技術講習会の様子

組 合 名 称 富山県パン・学校給食米飯協同組合

設 立 昭和31年9月24日

所  在  地 富山市下新町29番6号

理  事  長 福井　智一

組 合 員 数 23名

TEL・FAX 076-433-5021

◆ 

組 

合 

概 

要 

◆

組合会館

組 合紹介
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富山県中小企業青年中央会

富山県中小企業レディース連絡会

東海・北陸ブロック中小企業青年中央会研修会を開催

プレステージ・インターナショナル富山ＢＰＯタウンを視察

　３月 20 日（水）、富山県中小企業青年中央会（富山ＵＢＡ）及び東海・北陸ブロック中小企業青年中央会は、富
山第一ホテル（富山市）において東海・北陸ブロック中小企業青年中央会研修会を開催しました。
　研修会は、プレゼンテーションコンサルタントとして活躍されている株式会社 Smart Presen の新名史典代表取
締役を講師として招き、「自社・業界の強みを相手への提供価値で伝えよう！」をテーマにグループワークを交えた
形式で行いました。
　また、研修会後の交流会は、東海・北陸ブロック中小企業青年中央会川崎智之会長（愛知 UBA 会長）による
挨拶、来賓の森田真己商業まちづくり課長の乾杯の後、出席者により懇親がを深められ、石黒公一副会長（富山
県管工事業協同組合連合会青年部）の中締めにより閉会しました。

　２月 26 日（火）、富山県中小企業レディース連絡会では、株式会社プレステージ・インターナショナル富山ＢＰＯ
タウン（射水市）の視察研修を実施し、組合女性部の会員や組合事務局の女性職員ら15 名が参加しました。
　同社は、コールセンター業務のアウトソーシング事業を展開しており、従業員の７割が女性であることから、企業
内託児所やカフェテリアの設置など、女性が長期にわたり安心して働ける環境づくりに取り組んでいます。
　当日は、館内の施設を見学したほか、同社の飯山進富山総務部長らから、事業内容や施設概要についての説明
を受けました。

講師の新名史典代表取締役

総務部担当者からの説明館内の施設を見学する参加者

グループワークの様子

元 気印 !  青年部・女性部
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「元号は、令和でありま
す」先日、菅官房長官から
新元号の発表がありまし
た。
過ぎ行く平成は、県内
の中小企業等の経営者に
とっては、どのような時代
であったろうか等について
思いを巡らしました。
バブル崩壊後の低成長

が続くなか、世界経済に大きな影響を与えたリーマン
ショックにより国内経済は長期にわたり低迷しました。
日銀の量的金融緩和を背景としたアベノミクスは実施さ
れましたが、中小企業や地方に立地する小規模事業者に

とっては、人口減少とあいまって、その恩恵を受けること
ができず、厳しい経営環境であったように思います。
引き続くは、「令和」の時代。「令」は清らか、「和」は
まとまる等の意味があるとのことですが、新元号は、日
本全体があまねく栄え、人々は互いに支えあいながら希
望を持って暮らすことのできる社会であって欲しいと願
う、国民の願いを表しているようにも思います。
これは、当組合の設立精神である組合員の相互扶助と
も一致するものです。おりしも、令和元年は、組合設立
60周年にあたります。県内唯一の中小企業等のための共
済協同組合として、組合員に必要な保障を、組合員の手
の届く範囲で安定的に提供することで、地域経済の発展
に寄与したいと決意を新たにしています。

富山県火災共済協同組合
事務局長　 徳 山  泰
富山県火災共済協同組合

事務局ペンリレー

協同組合富山問屋センター　団地内に防犯カメラを設置

　協同組合富山問屋センター（富山市）は、３月末までに団地内に防犯カメラ 8 台を設置し、４月より運用を開
始しました。
　防犯カメラは、問屋団地への主要な出入り口に設置されており、市道を通過する車両や人物を 24 時間録画し、
一定期間保存し上書きされる仕組みとなっています。また、画像情報は、一般には非公開としており警察等から
依頼があった場合に限り映像を提供する方針としています。
　全国的にも犯罪の多様化が進む中、団地内においても過去に事務所荒らしやタイヤの盗難の被害が発生してお
り、今回の防犯カメラの設置による防犯効果の向上が期待されています。
　組合では、今後も安全で安心して働くことのできる団地の環境整備を促進していくこととしています。

団地の出入口に設置された防犯カメラ カメラの設置により防犯効果の向上が
期待される

組 合だより

「新元号発表に思う」
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　３月14日（木）、ホテルグランテラス富山（富山市）において、獨協大学経済学部教授で経済アナリストの
森永卓郎氏を講師として迎えた特別講演会を開催しました。
　森永氏からは「これからの日本経済と企業経営」と題して講演いただき、今後の日本の景気見通しにつ
いて、景気循環、米中貿易戦争の激化、オリンピックバブルの崩壊、消費税増税の影響から、今後は徐々
に悪化していくことが懸念されると説明されました。
　本講演会は、協同組合富山県ハイウェイサービスセンターとの共催及び富山県中小企業経営モデル企業
研究会からの協賛を得て開催し、中小企業の経営者ら約70名が受講しました。

　３月８日（金）、中小企業のためのIoTを活用した業務改善セミナーを開催しました。
　セミナーでは、IoTを導入した具体的な生産性の向上とコストの削減方法をテーマに、講師のブリッジソ
リューションズ株式会社の阿部満代表取締役が講演しました。
　講師からは、最初にコストをかけずに試し、段階を踏んで導入を進めるのが最近のIoT導入事例の特徴で
あると説明がされました。
　当セミナーは、官学と中小企業との知の交流プラザ推進事業の一環で開催したもので、当日は35名が受講
しました。

森永卓郎氏特別講演会を開催

ＩｏＴ活用セミナーを開催

中 央会いんふぉめーしょん

セミナー会場の様子

当日の会場の様子

講師の阿部満代表取締役

講師の森永卓郎氏
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　３月22日（金）、平成30年度補正「ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金」（早期審査分）の
採択結果を発表の採択結果を発表し、下記の４件の計画を採択しました。
　ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金は、中小企業・小規模事業者等が取り組む、生産性向
上に資する革新的なサービス開発・試作品開発・生産性プロセスの改善に必要な設備投資等を支援するも
ので、全国の都道府県中小企業団体中央会が地域事務局として業務を行っております。

平成30年度補正「ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金」
早期審査分の採択結果を発表

【早期審査分採択案件一覧】

申請者名称 事業計画名
㈱村中製作所 複雑形状金型の三次元測定による検査体制の確立と型修正フリーの実現

㈲坂下製作所 鋳物切削加工ＱＣＤＦ高度化により実現する大型建設機械における小型精密鋳物
部品加工分野への参入

㈱加野ダイカスト工業所 高精度中・大型精密部品アルミダイカスト鋳造ノウハウを活用した自動車産業向け
高精度小型鋳造部品生産体制の構築

㈱うみあかり 顧客満足度の向上と業務プロセス改善を両立する民宿業務最適化システムの構築

小規模の事業者の判断について

　事業協同組合の組合員となることのできる者は
小規模の事業者であるが、その規模の基準は、中
小企業等協同組合法第７条に規定されているよう
に、資本の額または出資の総額が３億円（小売業
またはサービス業を主たる事業とする事業者につ
いては 5,000 万円、卸売業を主たる事業とする
事業者については１億円）を超えない法人たる事
業者、または常時使用する従業員の数が 300人（小
売業を主たる事業とする事業者については 50人、
卸売業またはサービス業を主たる事業とする事業
者については100人）を超えない事業者となって
いる。

　しかしながら、この基準を超える事業者であって
も、実質的に小規模であると認められれば組合員に
なれることになっている。したがって、その事業者
の従業員数、資本金額ならびに資本力および市場
支配力等諸般の実情を勘案して組合が小規模事業者
と判断した場合には、いったん組合員たる地位を与
え、組合加入後に公正取引委員会に届け出ることと
なる。
　この場合に公正取引委員会から、実質的に小規
模事業者でないと最終的に認定されるまでは、そ
の組合員または組合に対して特別の措置がとられ
ることはない。

A

Q 　小規模の事業者の範囲を超えた事業者から、事業協同組合への加入の申し込みがあった場合、どの
ように対処したらよいか。

　このコーナーでは、日ごろ中央会へ多く寄せられる事業協同組合等の運営に関する質問について回答とともに
紹介します。

組 合 Q&A
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事業主の皆さまへ

時間外労働の上限規制が導⼊されます！
施⾏：2019年４⽉１⽇〜 中⼩企業は、2020年４⽉１⽇〜

時間外労働の上限について、⽉45時間、年360時間を原則とし、
臨時的な特別な事情がある場合でも年720時間、単⽉100時間未満（休⽇労働含む）、
複数⽉平均80時間（休⽇労働含む）を限度に設定する必要があります。

富⼭労働局

時間外労働・休⽇労働をさせるためには、36協定の締結が必要です。

労働時間・休⽇に関する原則

法律で定められた労働時間の限度

１⽇ ８時間 １週 40時間及び

これを超えるには、
36協定の締結・届出が必要です。法律で定められた休⽇

毎週少なくとも１回

36協定の届け出は
お済みですか？

36協定の締結に当たって注意すべきポイント
ポイント１「１⽇」「１か⽉」「１年」について、時間外労働の限度を定めてください。

ポイント２ 協定期間の「起算⽇」を定める必要があります。

ポイント３ 時間外労働と休⽇労働の合計について、⽉100時間未満、２〜６か⽉平均
80時間以内にすることを協定する必要があります。

ポイント4 限度時間を超えて労働させることができるのは、「臨時的な特別の事情があ
る場合」に限ります。

ここも注⽬ 過半数代表者の選任
 36協定の締結を⾏う労働者の代表は、労働者（パートやアルバイト等も含む）の過半数で組
織する労働組合がない場合には、労働者の過半数を代表する者（過半数代表者）が⾏う必要
があります。

 過半数代表者の選任に当たっては、以下の点に留意する必要があります。
 管理監督者でないこと
 36協定締結をする者を選出することを明らかにした上で、投票、挙⼿等の⽅法で選出す
ること

 使⽤者の意向に基づいて選出された者でないこと（※）
（※会社による指名や、社員親睦会の代表が⾃動的に選出されること等は不適切な選出となります。）

 さらに、使⽤者は過半数代表者が協定締結に関する事務を円滑に遂⾏することができるよう、
必要な配慮（※）を⾏わなければなりません。
（※事務機器（イントラネットや社内メールも含む）や事務スペースの提供等）

〒930-8509 富⼭市神通本町1-5-5
TEL：076-432-2730
URL：https://jsite.mhlw.go.jp/toyama‐

roudoukyoku/

富 山労働局からのお知らせ
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　昨年11月、高岡銅器の主要な製法となっている
「生型鋳造法」が、国の伝統的工芸品に追加指定
されました。今回はその生型鋳造法について紹介
します。
　生形鋳造法は大量生産に適しており、鋳物砂も
繰り返し使用できるなどの利点から、現在の高岡
で主力となっている技法です。
　木製または金属製の上下枠に、製品と同じ形の
種型を入れ、砂を入れて押し固めます。上下枠をは
ずし、原型を取り出すと、砂の鋳型ができます。こ

れに溶かした金属を流し込み鋳造します。
　生形鋳造法は大正時代に確立され、これによっ
て大量生産が可能となっ
たことが高岡銅器の発展
に大きく寄与しました。技
法の確立から100 年以上
が経過したことが漸く認め
られ、この度の認定に至
りました。

伝統的工芸品に追加指定された

高岡銅器の「生型鋳造法」とは

（情報提供　伝統工芸高岡銅器振興協同組合、高岡銅合金協同組合、高岡銅器協同組合）

人材の確保や従業員の再就職をお手伝い！人材の確保や従業員の再就職をお手伝い！人材の確保や従業員の再就職をお手伝い！人材の確保や従業員の再就職をお手伝い！人材の確保や従業員の再就職をお手伝い！人材の確保や従業員の再就職をお手伝い！人材の確保や従業員の再就職をお手伝い！人材の確保や従業員の再就職をお手伝い！人材の確保や従業員の再就職をお手伝い！人材の確保や従業員の再就職をお手伝い！人材の確保や従業員の再就職をお手伝い！人材の確保や従業員の再就職をお手伝い！人材の確保や従業員の再就職をお手伝い！人材の確保や従業員の再就職をお手伝い！人材の確保や従業員の再就職をお手伝い！人材の確保や従業員の再就職をお手伝い！人材の確保や従業員の再就職をお手伝い！人材の確保や従業員の再就職をお手伝い！人材の確保や従業員の再就職をお手伝い！人材の確保や従業員の再就職をお手伝い！

事業の拡大や欠員補充などにより
人員を確保したいとき

事業の整理・縮小などに伴い、
人員を削減せざるを得ないとき

）み休は日祝・日・土（00：71～00：9間時用利ご
インターネットで最新の人材情報をどうぞ　http://www.sangyokoyo.or.jp/

 

そんなとき、まっ先に
　　　　　ご相談ください。

無料

1987年設立　　　出向・移籍による失業なき労働移動の支援

公益財団法人 産業雇用安定センター
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